
事業番号 0709

　　　　　　　　　　　　　平成２３年行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)

事業名
「ジョブ・カード制度」普及促進事業
（※23年度～　ジョブ・カード制度（職業能力形成
プログラム）推進事業）

担当部局庁 職業能力開発局 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 平成20年度開始 担当課室 実習併用職業訓練推進室

実習併用職業訓練
推進室長

会計区分 労働保険特別会計雇用勘定 施策名 Ⅱ－１－４　多様な職業能力開発の機会を確保する

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
雇用保険法第63条第1項第1号、第7号

関係する計画、
通知等

「新成長戦略」（平成22年6月18日、閣議決定）、「ジョブ・カー
ド制度 「全国推進基本計画」」（平成20年6月30日、ジョブ・
カード推進協議会（内閣府））

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

フリーター等正社員経験が少ない者（職業能力形成の機会に恵まれなかった者）や職業能力の習得を目指す者に対し、きめ細
かなキャリア・コンサルティングや、実践的な職業訓練等の機会（職業能力形成プログラム）を提供し、評価結果や職務経歴等を
記載した「ジョブ･カード」を交付することにより、安定的な雇用への移行を促進する「ジョブ・カード制度」の普及促進を図る。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

国から民間団体への委託により、「ジョブ・カードセンター」を設置し、ジョブ・カード制度の普及・啓発活動を実施するとともに、産
業界、教育界、労働界及び公共部門の連携協力体制を構築し、事業参加者に必要な情報や、質の高い職業訓練機会の提供が
図られるよう、積極的な支援等を行うもの。
なお、23年度より事業の見直しを行い、国が中心となった関係機関とのより緊密な連携・協力体制を構築し、企業と求職者双方
への的確な支援を実施することとしている。

実施方法 □直接実施　　　　　　　■業務委託等　　　　　　　□補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 2,732 3,166 2,590 1,805 1,643

補正予算 257

繰越し等 ▲14 ▲510

計 2,975 3,166 2,080 1,805 1,643

執行額 1,523 1,716 1,813

執行率（％） 51.2% 54.2% 87.2%

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

成果指標 単位 20年度 21年度

％ 12.2% 64.5%

％

22年度
目標値

（23年度）

雇用型訓練の受講者数
※22年度は暫定値

[目標：12,000人（20’、21’）、10,000人（22’）]

成果実績 人 1,462 7,745 21,024 15,000

達成度 210.2% -

有期実習型訓練修了３ヶ月後の就職率
※22年度は暫定値

[目標：75%（20’～22’）]

成果実績 ％ 81.5% 73.6% 76.3% 75.0%

達成度 108.7% 98.1% 101.7% -

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 20年度 21年度 22年度 23年度活動見込

協力企業開拓数（※）
（※）雇用型訓練実施の協力を承諾した事業所

数

活動実績

（当初見込
み）

社
3,507 8,882 13,155 -

(4,000) (13,000)

単位当たり
コスト

１３７，８１８（円／社） 算出根拠
1,813百万円〔22年度決算額〕／13,155社〔協力企業開拓数〕
≒137,818円／社

費　目 23年度当初予算 24年度要求 主な増減理由

ジョブ・カード制度
の広報

21 20

19 14 ・学生版ジョブ・カードの活用促進、在職者版ジョブ・カードの開発・検討に係る経費の増

ジョブ・カードセンター
運営委託

1,697 1,604
・ジョブ・カードセンターの運営にかかる業務費、人件費の減

ジョブ・カード運営本部
の設置・運営

システム運用 68 2
　（実績が低調な事業の廃止、人的体制の見直し）

学生版ジョブ・カードの
活用促進

- 4 ・システム運用の廃止による減

在職者版ジョブ・カード
の開発・検討

- 1

計 1,805 1,643

平
成
2
3
・
2
4
年
度
予
算
内
訳



事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 特記事項

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
ではないか。

○ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

△ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。 ①地域ジョブ・カードセンターの設置場所や普及促進策
について地域の経済情勢等を踏まえ、民間の創意工夫
による効果的な方法を提案してもらう必要があること、
②個々の企業へケースバイケースで支援する必要があ
り、様々な手法を標準化することは困難であること、③
提案内容次第で金額が大きく異なることになるため、限
られた予算の中で一定以上の質を確保するためには、
価格による比較の要素を用いることは適当ではないこと
等から、企画競争によることとしている。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

- 類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担となっているか。

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

○　ジョブ・カードセンターにおける普及啓発により、雇用型訓練に参加・協力する企業及び訓練受講者の着実な増加に寄与している。

○　今後は、雇用型訓練の普及啓発に加え、ジョブ・カードを採用面接等で活用する企業（ジョブ・カード普及サポーター企業）の開拓等に
より、ジョブ・カードについても更なる活用促進を図る必要がある。

○　「新成長戦略」においては、2020年までにジョブ・カード取得者300万人との目標が掲げられるとともに、「ジョブ・カード制度などを活用し
た「キャリア段位」の導入・普及（日本版NVQの創設）」が盛り込まれているところであり、ジョブ・カード制度の推進のため、引き続き本事業
による制度の普及促進を図る必要がある。

予算監視・効率化チームの所見

一
部
改
善

本事業については、事業実績を勘案・検証した上で、効果的、効率的な事業運営に努めながら、執行状況を予算要求に反映し
ていくこと。

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

事業内容を見直し、要求額を縮減した。（反映額：▲162百万円）

補記　（過去に事業仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）



資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単
位：百万円）

【委託（一般競争入札 

（最低価格落札方式））】 

再委託 

地域ジョブ・カードセンターの設

置・運営 

・地域ジョブ・カード運営本部の

運営 

・ジョブ・カード制度普及促進の

ための事業者向け講習会の実

施 

・訓練・評価担当者講習の実

施 

・職場見学・体験講習の実施  

・職業能力形成プログラム活

用促進事業の実施   等 

【委託・請負（随意契約）】 

厚生労働省 

１，８１３百万円（22'決算額） 

Ａ．日本商工会議所 

（中央ジョブ・カードセンター） 

１，７４２百万円（22’決算額） 

Ｂ．各地商工会議所（47所） 

（地域ジョブ・カードセンター） 

１，６４７百万円（22’決算額） 

ジョブ・カード制度の広報及び運営指導 

中央ジョブ・カードセンターの設

置・運営 

・地域ジョブ・カードセンター業

務の指導・調整 等 

【委託（企画競争）】 

再委託 

Ｄ．日本ユニシス株式会社 

６６百万円（22’決算額） 

「職業能力形成プログラム登録

システム」の運用 

【委託（一般競争入札 

（総合評価落札方式））】 

Ｆ．民間団体 

２百万円（22’決算額） 

【内訳】 

（株）ジェイアール東日本企画   １百万円 

株式会社内山回漕店        ０．６百万円 

不二オフセット株式会社       ０．３百万円 

協新流通デベロッパー（株）  ０．２百万円 

永和印刷株式会社        ０．１百万円 

ジョブ・カード制度の広報資料（リーフレット

等）の作成 

Ｇ．事務費 

０．２百万円（22'決算額） 

旅費 

Ｅ．日本ユニシス株式会社 

３百万円（22’決算額） 

「職業能力形成プログラム登録

システム」の改修 

Ｃ．業界団体（６団体） 

１０百万円（22’決算額） 

【内訳】 

神奈川県情報サービス産業協会  

                    ４百万円 

全日本プラスチック製品工業連合会  

                                                       ２百万円 

山口県情報産業協会             １百万円 

北海道コールセンター協会   １百万円 

神奈川県空調衛生工業会    １百万円 

業界団体を活用した「雇用型訓練」導

入促進事業 

・傘下企業に対する人材育成・確保に

関するニーズ調査の実施 

・ニーズ調査の結果を踏まえた訓練実

施に関心のある企業向けの訓練に関

する説明会の開催 

・座学等（off-JT）実施機関コーディネー

トの実施 

・訓練受講希望者と訓練実施企業との

合同説明会の開催 

・訓練実施企業における現場の訓練担

当者研修の開催 

雇用型訓練の訓練実施計画の認定申

請及びキャリア形成促進助成金の申

請手続きに係る支援の実施    等 



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.日本商工会議所 Ｅ.日本ユニシス株式会社

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

外部委託 各地域ジョブ・カードセンター、雇用型
訓練導入促進事業受託団体

1,656 業務費 「職業能力形成プログラム登録システム」の改
修

3

人件費 事務職員 48

業務費 会議開催経費、備品費等 34

その他 消費税 4

計 1,742 計 3

B.横須賀商工会議所 Ｆ.株式会社ジェイアール東日本企画

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

人件費 キャリアコンサルタント、協力企業開
拓推進員　等

69 雑役務費 「ジョブ・カード制度」に係る携帯バナー広告 1

業務費
会議開催経費、備品費、制度周知経
費等

19

その他 消費税 5

計 93 計 1

Ｃ.（社）神奈川県情報サービス産業協会 Ｇ.事務費

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

業務費
ニーズ調査実施経費、説明会等開催
経費、備品費等

3 旅費 出張旅費 0.2

人件費 事務職員 0.4

その他 消費税 0.2

計 4 計 0.2

Ｄ.日本ユニシス株式会社 H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

業務費 「職業能力形成プログラム登録システ
ム」機器の賃貸借、保守

66

計 66 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

Ｂ.

Ｃ.

Ｄ.

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 日本商工会議所
中央ジョブ・カードセンターの設置・運営、地域ジョブ・カードセンター
業務の指導・調整　等 1,742 随意契約

2

3

4

5

6

7

8

9

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 横須賀商工会議所
地域ジョブ・カード運営本部の運営、事業者向け講習会の実施、訓
練・評価担当者講習、職場見学・体験講習の実施、職業能力形成プ
ログラム活用促進事業の実施　等

93 再委託

2 東京商工会議所 同上 68 再委託

3 前橋商工会議所 同上 67 再委託

4 大阪商工会議所 同上 66 再委託

5 名古屋商工会議所 同上 62 再委託

6 山口県商工会議所連合会同上 53 再委託

7 福岡商工会議所 同上 52 再委託

8 松本商工会議所 同上 48 再委託

9 札幌商工会議所 同上 46 再委託

10 岡山商工会議所 同上 43 再委託

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1
（社）神奈川県情報サー
ビス産業協会

傘下企業に対する人材育成・確保に関するニーズ調査、訓練に関す
る説明会、訓練のコーディネート、合同面接会の実施、訓練担当者
研修の開催、訓練計画等の支援　等

4 再委託

2
（社）全日本プラスチック
製品工業連合会

同上 2 再委託

3
（社）山口県情報産業協
会

同上 1 再委託

4
（社）北海道コールセン
ター協会

同上 1 再委託

5
（社）神奈川県空調衛生
工業会

同上 1 再委託

6
神奈川県塗装工業協同
組合

同上 1 再委託

7

8

9

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 日本ユニシス株式会社 「職業能力形成プログラム登録システム」の運用 66 1 95.2%

2

3

4

5

6

7

8



Ｅ.

Ｆ.

9

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 日本ユニシス株式会社 「職業能力形成プログラム登録システム」の改修 3 2 67.2%

2

3

4

5

6

7

8

9

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 (株)ジェイアール東日本企画 「ジョブ・カード制度」に係る携帯バナー広告 1 随意契約

2 株式会社内山回漕店 簡略化版「ジョブ・カード」周知用リーフレット１件の発送 0.6 随意契約

3 不二オフセット株式会社 簡略化版「ジョブ・カード」周知用リーフレット１件の印刷 0.3 随意契約

4 協新流通デベロッパー(株)
ジョブ・カードを活用したキャリア・コンサルティングの実施勧奨リーフ
レットの発送

0.2 随意契約

5 永和印刷株式会社
ジョブ・カードを活用したキャリア・コンサルティングの実施勧奨リーフ
レットの印刷

0.1 随意契約

6

7

8

9

10


